令和７年7月10日

被保険者　各位
日油健康保険組合

『健康保険　被扶養者認定調査』のお願い

平素は当健康保険組合の事業運営にご協力頂き、誠にありがとうございます。

厚生労働省より各健康保険組合に対し、被扶養者(家族)の検認を毎年実施するよう要請されております。これに基づき、今般、令和6年度以前(令和7年3月末日まで)に扶養認定された、満22歳以上のご家族を有する被保険者の方を対象として、当該被扶養者の方の現況を確認させていただきたく存じます。お手数をおかけ致しますが、下記要領により、同封『健康保険被保険者・被扶養者調査表』をご確認の上、必要な添付書類を添えて期日までにご提出いただきますよう宜しくお願い致します。

なお、現況に訂正がない場合でも、『健康保険被保険者・被扶養者調査表』の記載事項に相違ないことを確認し、必要書類を添付して必ずご提出下さい。
　ご不明な点等がございましたら、各箇所総務（事務）課または健康保険組合までお問い合わせくださいますようお願い致します。
≪同封書類≫

· 健康保険被保険者・被扶養者調査表

· 調査表確認・訂正要領
≪別添≫

· 箇所担当者提出用封筒
記

１．『健康保険被保険者・被扶養者調査表』の確認・訂正について
被扶養者欄には被扶養者として現在健康保険組合に認定されている方(そのうち満22歳以上の方)が記載されています。
　ただし今年度、本調査票作成時までに各種届出のため最新の証明をご提出頂いている方については、今回の調査対象からは除外させて頂いております。

①　記載事項の訂正が必要な場合には、当該事項の訂正欄に正しい内容をご記入ください。
②　被扶養者を抹消する場合には、右端の「認定日」の下段「被扶養者でなくなった日」欄に抹消日を記入し、『被扶養者異動届』と被保険者証を提出してください。

【注意】被扶養者を新たに申請する(追加する)場合は、この調査表には記入せず『被扶養者異動届』にて別途申請してください。
③　被保険者と異なる住所が登録されている場合、「同居・別居」欄に「別居」と記載されます。（現状と異なる場合は欄外に現状の説明を追記して下さい）基本的に住民票住所を登録頂くこととなりますので、居所の登録を希望する場合にはその旨を追記願います。

例）・令和7年4月21日付　転勤のため家族と同居

　 ・令和7年4月1日付　学校卒業のため実家に戻る
④　調査表に記載されている被扶養者のうち、次のⅠ～Ⅳに該当する方については被扶養者として認められませんので、氏名を二本線で消し、『被扶養者異動届』と対象者の被保険者証を速やかに提出してください。
Ⅰ　就職（パート先での社保適用開始含む）・結婚などで扶養されなくなった方

Ⅱ　死亡した方

Ⅲ　年間収入が130万円以上の方（ただし60歳以上または障害者については180万円以上の方）※約10.8万／月（15万／月）以上の収入見込み
Ⅳ　実質的に被保険者に扶養されていると認められない方
　　例）・被保険者の半分以上の収入がある方

・必要最低限の生活費（遊興費・貯蓄を除く）のうち、半分以上を被保険者の援助により支えられていると認められない方
※年間収入、生計費負担の考え方については当組合HPをご確認ください
参考：<957D977B95E291AB8169485092C78B4C975C92E8816A2E786C73> (nichiyu-kenpo.or.jp)
２．必要な書類について
①　同居の場合
被扶養者となる方の年収が130万円(60歳以上または障害者については180万円)未満である公的証明書の写しを必ず添付してください。

≪添付書類≫(すべてコピー可・ただし最新のもの)

ⅰ 学生の場合　･･･　学生証または在学証明書

ⅱ 学生以外　･･･････市区町村民税の課税・非課税証明書

ⅲ 年金受給者　･･･　ⅱに加え、年金改定通知書または年金振込通知書

※課税･非課税証明書は市町村役場の住民税納付窓口(納税課など)で発行していただけます。
（可能であれば収入・所得の詳細がわかる書式にてお取り寄せ下さい）
※給与所得以外の収入がある場合、確定申告書控え等、健保HPに記載の追加書類が必要です
2 別居の場合

　同居の場合と同様の添付書類に加え、別居されている被扶養者の方への毎月の送金がわかるもの(現金書留の控え、銀行振込通知書のコピー等)を３ヶ月分以上添付してください。

ただし、学生または単身赴任による別居中の被扶養者の方については同居に準ずる取扱いとするため、その必要はありません。
なお、送金先として被保険者名義の口座への入金は認められません。
③　夫婦共同扶養について
　認定調査の対象となっている方が被保険者の子どもである場合、夫婦でそれぞれに扶養の義務を有するため、条件に応じて以下の確認が必要となります。（令和5年厚労省監査により令和6年より運用）
ⅰ被保険者の配偶者が被扶養者となっている場合
→被保険者が扶養していることが明らかなため、追加書類はありません。
ⅱ被保険者の配偶者が被扶養者となっていない場合
→被保険者が子どもの主な生計維持者であることを確認する必要があります。
配偶者の収入証明として以下のどれかが必要となります。
≪添付書類≫(すべてコピー可・ただし最新のもの)
・最新の源泉徴収票（育休中などの場合は休業前のものも追加）
・直近の給与明細3ヶ月分（勤務開始から1年以内の場合）
・確定申告書（自営業など）
配偶者が被保険者より1割以上上回る収入であった場合、詳細を確認のうえ再認定をお断りする場合があります。なお、お互いに家族手当等を含まないものをそれぞれの収入とします。
育児休業、時短勤務、収入変動について添付書類では読み取れない事情がある場合には余白や裏面に詳しい内容を追記してください。

３．被保険者証の訂正について

上記１－②・④以外で、被保険者証の訂正が必要になった方に対しましては、後日、健康保険組合からご連絡をいたします。

その際に、必要な提出書類と被保険者証を提出していただきます。

４．提出について
必要書類を添付して、令和7年8月20日(水)までに各箇所の総務課・業務課（日油本社については健康保険組合）宛にご提出をお願いいたします。

　別添の提出用封筒にご自分のお名前をご記入下さい。

ご提出いただく個人情報については、被扶養者認定調査に関してのみ使用し、他の目的には使用いたしません。

以上
